
現代協同組合論考(1)

第1章 昭同組合と経営

菅沼正久

用　現代の協同組合観

協同組合とは何か　こんな問いかけがなされた

ち，どんな答えがでてくるだろうか。また，組合

眉にむかって，「あなたは協同組合をどういうも

・のとして考えていますか」と問いかけたら，どん

な答えがでてくるであろうか。こういう質問の仕

・方は人匿よっては怒って，答えてくれないかも知

れない。また，好人物の人は，答えようと思って

・つとめるのだが，なかなかうまい吉葉がみいだせ

－なくて，困った寮をみせるかも知れない4日本の協

同組合のなかで畳の面で代表的な農協について，

1958年に総理府かこの質問に似た項目で，世論調

・査なしたことがある。つまり「農協の必要性につ

いて」の質問をした。そうしたら卑どうしても必

・要である寺という答えが50％しかなかった。そし

てもあった方がよい寺が37乳　もあってもなくて

もよい寺が11％≒いらないモが1％であった。ま

た組合員が農協忙ついていただいている親近感を

問いかけたらモじぷんたちのものだと思う寺が71

＿宵も銀行や商人などと同じと思う寺が14％であ

った。また毎分らない寺が15％をしめていた〔内

聞総理大臣官房審議室・・農林省農業協同組合部編

『農民は農協をこうみている』〕

この世論調査の結果から，どういう判断をみち

－び車だすか峠，人によってまちまちだと思う。そ

ういう人さまざまの意見の一つとして，早まの日

本の農協は農家の人の半分から，なくてはならな

い存在としてみられていると，私は判断する。そ

うすると，農協は≒じぷんたちのものモーとみる人

が70％もいることと，半数の人が≒どうしても必

要屯といっていることと，どうつなぎあわせて考

えるかが問題となる。それはこうも考えられる。

農協はじぷんたちのものであるが，必らずLも≒

どうしても必要である毒とは考えなくなった，そ

ういう組合員もいる，ということであろう。また

塵協を≒じぷんたちのもの年と答えた人の考え方

のなかに．は農協旺出資金をだし，貯金をし．肥料

を買っているのは，まさに≒じぷん≒たちだけで

あって村のなかをみまわしてみて，毎じぷんモ・た

ち以外に農協と関係しているのは誰もいない，だ

からもじぷんたちのもの寺と答える以外に・ほ，ほ

かに云い方がたいではたいか，こんな思考があっ

たかも知れない。とにかく分析を必要とする数字

である。いずれにしても，「農協をもって，わが

家となす」．というやあいには，すべての農協がな

っているわけ刊まない，といえるであろう。

農協とは何か。この・問いかけにたいしては，し

ばしば「農協法」〔第1条）のいう「農民の協同

組織の発達を促進し．以て農業生産力の増進と農

民の踵醇的社会的地位の向上を因り，併せて国民

経済の発展を期する」ことをあげて，答えとする

の．把であうロそしてそのことの限りでは・農協‘の

全国連合会の人たちも，同じように考えているら

し早。全国．連合会の「有志職員」がまとめたレポー

トはつぎ．のようにのぺている。「農協忙対する組

合員の期待というもの軋肥料が高いとか手数料

が畢いとかいっ串群で表面にでている経済事業年

ついての声だけにあ革のではなく，．むしろ組合員

の経済を高めるた埠のより基本的な対策である営

農改善活動にあるといねねばならない」〔全国操
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協申央会『農協の現状と問題点』1960年7月）。

この良心的な意見のなかで，私が感じたことは，

組合員のまとまりが，すなわち農協であるという

ことではなくて，農協は組合員といちおう別物と

して，組合員に関係していて，その農協が組合員

にむかって，何かしてあげる，というニユーアン

スである。つまり農民が農協をどうこうする，焼

くか煮るかして何とかする，というのではなく，

農協が農民にむかって，何ごとかをしてあげる，

そういう協同組合観が基礎になっているように思

える。

　こうした協同組合観を，ある人はきわめて正直

に，つぎのようにのべている。「要するに今日の

農協は，組合精神を称えるまえに，組合員の経済

が目にみえてよくなる経営，つまりそれによって

生産が増し所得がふえる経営がなされ，組合員を

経済的魅力によってひっばってゆくこと」である

（岡山県農林部農政課r農業協同組合の近代化』

1962年5月刊98頁）。この人の協同組合について

の考え方は農民が「組合精神」を身につけて，じ

ぶんで協同組合をつくり運営する状態を考えるの

ではなく，農家経営とはいちおう別物として，農

協は農協なりに実力をたくわえて，　「経済的魅力

」あるものとして，農民を「ひっぱってゆく」と

いうのである。そして，その「経済的魅力」なる

ものは，農協経営の「近代化」によってもたらさ

れるといっている。

　なん人かの人の意見を紹介したが，この人たち

に共通した協同組合観は，協同組合は組合員の存

在を前提としているが，協同組合と組合員とはと

にかく別物である，という直観であろう。そうし

た直観の背景には，協同組合はひとつの経営体で

あって，それなりの貸借と損益の勘定をもってい

て，農家経済とはっきりとした区別をもってい

るという現実がある。したがって，この経験的な

事実にてらしてみるかぎりでは，以上の人びとの

協同組合観は現実的であり，けっしてまちがって

いない。しかし，それは現実の協同組合にてらし

てみたかぎりでのことであって，もしかりに現実

そのものが検討を要するということになると話は

まったくちがってくる。このあたりに，問題のか

ぎがひそんでいるように思われる。

　協同組合と経営　こうした問題をひろく考える

ことは，本稿のぜんたいがとりくむ課題である

が，ここで糸口のひとつをみいだしておくことに

しよう。まず農協を例にあげると，日本の農協は

「総合農協」として，信用事業を中心として，購

買事業，販売事業，共済事業および指導事業を営

なんでいる。そして「農協法」の規定（第10条の

第3項）にしたがって，信用事業と共済事業は出

資農協だけが営なむことができる，という法律の

拘束のもとにある。信用事業が中心となってい

て，信用事業を営なむことによって，販売事業や

購買事業がうまく営なむことができるのであるか

ら，その信用事業は出資農協だけに許されるとい

うことは，いまのやり方がつづくかぎり，農協は

どうしても出資農協でないとまずいことになる。

例えば，販売事業の中心になっている，政府の食

糧集荷の代行という仕事も，予約前渡金や米代金

の受払いは，信用事業と密接に関係している。ま

た購買事業においても，農業機械の供給は，農業

機械導入資金の貸付けと，生活資材の供給は当座

貸越制と関係しているから，信用事業の営なみを

前提にしている。その信用事業が出資農協に限ら

れて許されているから，いやでも出資農協でなく

てはならない。

　こうした事業の中心のおき方，事業のやり方は

なにも戦後の農協にはじまったことではない。戦

前の産業組合の時代からそうなのだ。1900年に「

産業組合法」が公布，施行された当時は，信用組

合，購買組合というぐあいに，単営組合であっ

た。それが1902年の第一次法改正のときに，信用

組合が，購買販売事業などを兼営することが認め

られ，総合組合への第一歩がしるされた．しかし

総合組合が本格的になるのは，産業組合中央金庫

や旧全購連が成立し（1923年）旧全販連が成立し

た（1931年）のちである。1932年4月に大阪市

で開かれた第28回全国産組大会は「産組拡充5力

年計画樹立にかんする提案」を可決したが，この

提案のなかに「農村産業組合は4種（信用，販売

購買，利用）の事業を営なむこと」，つまり4種

兼営の組合としてまとめることが入っていた。産

業組合の拡張期（1932－37年）に，総合組合のか

たちがととのった。農村産業組合の事業運営のや

り方が，総合組合としての体裁をととのえるにつ

，
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いては，連合会との関係を無視できない。すでに

成立していた産組中金，旧全購連，旧全販連は，

それぞれの連合会経営を充実させるためにも，農

村産業組合を連合会の末端組織とみなし，信用事

業を中心にした，ひとまとまりの事業を，農村産

業組合が営なむことを必要としていた。

　私の考えでは，協同組合の事業は組合員が解決

をもとめる万般のことにおよぶものであって，信

用事業や購買事業や販売事業に限定される理由は

少しもない。そうであるにもかかわらず，拡張期

において，産業組合が信用事業や販売事業，購買

事業に限定したのは，当時の産業組合の指導者た

ちの協同組合観に影響されたからであろう。その

指導者の一人である千石興太郎がのべた，つぎの

話しが参考になる。

　すなわち，資本主義が大衆の福利を，生産と消

費の両面にわたって阻害しているので，それに代

えて，相互協同の経済制度である産業組合をつく

り，産業組合による経済生活の統制を実現しよう

とするものである。そしてその実現に努めるのが

産業組合運動である。そして資本主義の経済にた

いしては，経済的に無力な大衆が，自己を防衛す

るために，相互に団結する一種の自治機関であ

る。資本主義の経済組織は，大衆の経済生活のた

めに利用することのできないものであるから，大

衆は自分たちのために利用することのできる経済

組織をもたなくてはならない。それが産業組合主

義の経済組織である（「産業組合主義論」1928年

12月）。

　ここで千石が，大衆が利用することのできない

資本主義の経済組織といっているのは，銀行や

商店をさしている。つまり銀行は大衆が金を借り

にいっても，金を貸してくれない。肥料屋から肥

料を買えば，商業利潤をふくめた価格で利益をと

られる。いずれも大衆が利用しやすいものではな

い。そこで，大衆だけを相手に営業する経済組織

である産業組合をつくろう，というわけである。

そこで注意しなくてはならないことは，千石のよ

うな考え方にたつと，協同組合は経済上の取引を

営むものだという限定に，はじめからおちいって

しまうことであろう。しかもその協同組合は，組

合員から出資金を拠出させて，その出資金で施設

を取得したり，人を雇用したりするところの企業

経営の側面をもつものであるということになって

しまう。日本の産業組合は，その指導者と農林官

僚の思想の影響をこうむって，はじめから企業経

営の側面をもつものとして出発した。そして戦後

の農協は，その経験的事実を継承し，そのうえ農

協法の規制をうけて，企業経営の側面をよりつよ

く露出させながら，出発した。そのために，協同

組合というものは，単なる事業をおこなう団体で

はなくて，出資金をもち，施設をもち，財務上の

計算をおこなうところの企業経営体であるという

「常識」がいつのまにかひろがっている。

　このことは農協だけではない。農協にくらべ

て，官僚の介入の度あいが低く，その意味では「

民主的」であるといわれている生活協同組合にお

いても，大きなちがいはない。日本生活協同組合

連合会が，創立15周年を記念してひらいた研究討

論集会（1967年2月）のある報告者は，「生協運動

はその発足の時から蛸費者が生活を守るために

自主的に組織した抵抗の運動なのである」とした

うえで，つぎのようにのべている。

　「組合員の存在，それを基礎にして経営を考え

ることの重要性はつねに主張され，その教育も説

かれているが，ただそれだけでは具体的に組合員

を経営に結合させることは困難である………。

　またスーパー方式を採用したり，経営が大規模

化していくと，とかく組合業務と組合員の関係が

遊離していくといわれ，ICA（国際協同組合同

盟）の場でもよくこのことが論議になり，その都

度，教育の重要性が説かれているが，末端の組合

員を具体的に組織して教育しなければ十分な効果

はあがらないであろう」（中林貞男「ロッチデー

ル原則の現代的意義」日協連r生協運動の基本原

則とその実践的展開」所収）。

　農協のばあいとくらべて，いっそう正直に心情

を吐露している話であるが，協同組合が「経営」

の側面をもつこと，をあたかも自明のこととして

いるかぎりでは，農協の指導者と変らない。そし

て，経営を組合員に結びつけるという考え方では

なく，　「具体的に組合員を経営に結合させること

」を主張する点では，農協の指導者にくらべて，

けっしてひけをとるものではない。

　このように農協も生協も，その職業的な指導者

たちの頭脳のなかでは，協同組合は組合員がその

一3



「生活を守るために自主的に組織した抵抗の運動

なのである」ことと，事業を営なみ，経営の側面

をもち，経営計算に拘束されることとは，「平和

共存」しているようである。しかし，私にとって

は協同組合が「組合員の運動の組織」であり，そ

して経営の側面をもつことは，説明を要すること

である。経験的に知りえた事実がどうであろうと

それにこだわらずに解明を要することであると思

う。

　協同組合の経営合理化　生協といわず，農協と

いわず，いずれの協同組合においても，経営の関

係があることに誰も疑問をもつことがないのと同

じくらいに，協同組合において経営を「合理化」

することに，あまり深い疑問が提出されていな

い。農協を例にとると，経営の合理化の問題は，

連合会の整備促進のときに正式にだされた。その

まえの単位農協の再建整備のときには，「経営の

改善」という表現がもちいられて，それは貯蓄の

増強による経営資金の自賄い，資金の計画的運営

予約申込制，「系統」全利用，収入の増加と経費

の節減，監査制度の制定を内容としておこなわれ

た（農協経営対策中央協議会「不振農協整備再建

指導要領」1950年8月3日）。

　これが連合会の整備促進のときには，「経営の

合理化」という表現がもちいられるようになっ

た。そこで強調されたことは，いままでに累積さ

れた欠損の補てん策としての「合理化」であって

例えばつぎのようなことがいわれた。欠損を補て

んする「ee－一の財源は，特段の経営合理化による

ものである。従来，明かに無駄であったものをな

くして，正常な経営にするといった程度の合理化

は，当り前のことであるからこれには入らない。

特段の合理化というのは，そういう程度をこえた

会議費，接待費などの徹底的圧縮，出資報奨金お

よび非常勤役員の報酬の廃止，冗員の整理，機構

および事務組織の改善等による経費の節減をいう

のである」　（「事業連整備促進における組合の役

割」1954年3月，全国農協中央会r事業連の整備

促進資料集』1955年3月刊所収）。

　つぎに農林省のいわゆる「農協問題研究会」は

その一年間の研究を要約した「農協問題の検討結

果要旨」（1966年7月18日）において，つぎの
4

見解を明らかにした。すなわち「単位農協の規模

拡大に即応して単位農協および連合会の運営の合

理化を図るとともに，系統組織全体についても，

その合理化を図る必要がある」。ここでは運営の

合理化という表現が用いられているから，経営の

合理化をふくめて，もっと広範囲のものを指して

いると理解される。

　ところで資本主義の営利企業，つまり利潤追及

の一般企業において，普通に云われている「経営

の合理化」は，いったいどんな意味で使われ，ど

んなふうに実行されているのであろうか。利潤を

取得することはあっても，利潤のあがる事業を選

んで，そういうふうに利潤を追及することをしな

いたてまえの協同組合においても，同じような内

容で「経営の合理化」がおこなわれるのであろう

か。一般にいわれている「経営の合理化」は，投

下資本あたりについて，望みうる最大の利潤を取

得することを目標にしている。そのためには主と

してつぎの三つのことが考えられる。第一には資

本をどんな事業に投下するかである。社会的には

秩序と風俗の面で避けなくてはならない事業，例

えぽ攻撃用の兵器の製造事業から，パチンコ営業

までが，何のためらいもなく，資本投下の相手に

選ぼれるのである。とにかく最高の利潤率を目標

にして資本が投下され，利潤率の低い事業や事業

所は，それが国民生活に必要なものであっても，

廃業することになる。こうして，資本を投下する

対象がきまると，第二にはその事業を営なむ場所

が問題になる。はじめに選ぼれた事業をもって，

もっとも高い資本回転率を実現するには，場所が

問題になる。つまり，より多い顧客が密集して，

事業量が最高に確保されること，そしてその事業

を遂行するにあたって，最も少ない費用ですむこ

と，これが場所を選ぶばあいの基準となるであろ

う。ところでいずれの資本のもち主も，こうした

種類の事業を選び，こうした要件をそなえた事業

の場所を選ぶのであるから，そこではそれぞれの

資本もち主のあいだで，激しい競争がおこなわれ

る。その競争における優劣は，事業の種類と場所

が同じであるから，もっぱら企業内部の事情によ

ってきまってしまう。そこで，第三には，企業の

管理が問題となるであろう。つまり，企業の固定

資産と運転資金および管理費用の最大限の運用を
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実現することによって，競争の優劣がきまってし

まう。このばあい，社会的，道徳的にみて冗費の

ようにみえても，一定の費用支出（資本投下）が

事業量を最大にし，その事業量が利潤量をもたら

すものであるかぎりは，資本にとってはけっして

冗費ではないのである。営利性企業の「経営の事

理化」は，おおむね以上の三つのことを基準にし

て実行される。だから，営利性企業においては，

社会的・道徳的な意味での「節約」は，　「合理化

」の必須の要件では少しもないといえる。ちなみ

に「節約」が企業経営の最高にして必須の要件と

なるのは，社会主義企業においてであることをつ

け加えておこう。

　資本主義社会の協同組合は，けっして社会主義

企業ではなく，資本主義企業の一つの経営形態で

あるにすぎない。だから，資本主義社会において

協同組合がいったん企業経営の側面を発生させる

と，協同組合は組合員が「生活を守るために自主

的に組織した抵抗の運動」というけれど，その抵

抗の相手である資本主義の企業経営のやり方によ

ってほんろうさせられることはさけがたい。しか

し，そのばあい，営利性企業の原則である「経営

の合理化」に極力「抵抗」することは可能であ

る。そのぼあい，協同組合の企業経営の面での「

抵抗」のより所はなにかというと，それは節約だ

と思う。なぜかというと，協同組合においては，

どの事業を選ぶか，どこに事業所を設けるか，と

いうことは，企業経営の都合できまるのではなく

て，組合員の都合できまるからである。つまり，

協同組合の取得する売買差益（のかたちをとった

利潤）を，協同組合が選ぶことができず，組合員

がきめた事業の種類と場所によってきまってくる

売買差益を与えられたものとしてうけとり，その

差益の範囲のなかで，その事業を営なむに必要な

費用を支出する以外には方法がない。だから費用

支出（資本投下）をいやでもおうでも節約しない

わけにはいかない。この意味で，協同組合の企業

経営のたてまえは，「節約」であって，けっして

「経営の合理化」ではない。このことをはっきり

させて，いまはびこりつつある「経営の合理化」

の思潮に「抵抗」することが大切である。

経営管理機構の整備　協同組合の「経営」や「

経営の合理化」ということが，あまり条件もつけ

ないで云われている風潮のなかで，「経営管理機

構の整備」とか，「経営管理組織の近代化」とか

いうことも云われている。これも現代の協同組合

観をしめす一つの面であろう。

　例えぽ，全国農協中央会がきめた「単協合併の

方針について」の決定（1963年7月23日）には

こんな説明がある。合併農協の「経営について

」の項は，人材の確保，労務改善，事業推進の専

門化と業務，事務の集中，業務基準，財務基準お

よび内部報告制の設定という四つのことを内容に

して，そのなかで「管理機構を簡素化し，組合長

のもとに専門業務を分担する常務理事または参事

をおくことが適当である」とのべている。そして

この「管理機構」をつうじて，推進職能，業務職

能および事務職能の3つの職能がはたされるとい

うわけである。

　また，大分県庁がきめた「大規模農協経営基準

」　（1964年）は，「分権管理組織を中心に，経

営管理組織を近代化すること」を強調し，「ライ

ン・アンド・スタッフ組織（参謀部制直系組織）

を完成すること」などとのべている。いうところ

によると，農業の業種に対応してつくられる「職

能組織の場合に分権化をとると，トップが調整事

務から解放されて重要な問題に対処でき，正確で

迅速な決定ができる。職員に責任ができるので，

経営に迫力が生ずる。創意と自信にみちた経営者

を養成できる」。

　合併して事業場所が分散しているばあい，「管

理機構」をしっかりとかため，また適切な「分権

機構」をつくることは，いたって当然のことのよ

うに思える。その意味で農協の運営を「管理機構

」をつうじておこなうことは，いまでは常識にな

っているといっていい。しかし，このことに疑問

がないわけではない。まず，「管理機構」をいか

にしっかりとつくってみたところで，協同組合の

仕事がはたしてうまくできるだろうか。協同組合

が営利性の企業とちがうのは，企業経営の一面を

もっていても，その本体が組合員の集団組織だか

らである。そうした協同組合においては，役員で

あろうと，職員であろうと，組合員であろうと，

農民なり労働者なりの組織としての運動のなかに

生きているはずである。ところが営利性の企業に
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おいて，その企業経営がいうところの「管理機構

」をつうじてしかおこなえないのは，雇用された

労働者にたいして，雇われ人以上の積極性を期待

することができないからである。なぜならば，い

かに雇われ人である労働者が積極的に仕事をし

て，多くの利潤をあげても，その利潤は資本家の

ポケットに収められて，その労働者のものになら

ない。こうした資本制機構のもとでは，経営の「

管理機構」，つまり労働者の労働を監督する機構

だけがものをいう。そうした営利企業と協同組合

を同一に論じ，「管理機構」をつうじて，仕事を

すすめようとするにいたったのは，協同組合じた

いが，営利性企業と同一に論じられてもよい内容

をもつようになったからではあるまいか。こうし

た邪推をしてみたくなる。

　第二の疑問は，協同組合が「抵抗」の組織であ

れ何であれ，組合員大衆のものである以上は，そ

の組合員じしんが協同組合を運営する可能性をな

くしてしまうような，「管理機構」をつくりだす

ことは，まずいのではないか。さいきんの農協が

やろうとしている「管理機構」は，たいていのば

あい，組合員を協同組合の運営からしめだして，

そのあとで職業的な役員が職員を雇用して，運営

する，こんな考え方にたっているように思える。

　第三には，雇用された職員にたいして，組合員

大衆の組織運動の補助者としての自覚をもとめ，

組合員といっしょになって，協同組合の運動をや

ろうではないか，という期待をかけていないよう

に思える。私の考えでは，協同組合が少なくとも

営利性企業に対抗して，組合員とともに組合員の

ために何がしかの仕事をしようと思っているなら

ば，その職員は営利性企業に雇用された労働者と

同じではないと思う。もしかりに協同組合が，そ

の職員にたいして，営利性企業の雇用労働者以上

の質を期待しないか，あるいは期待することがで

きなくなったとするならば，それは協同組合が営

利性の企業に近く変ったか，あるいは少なくとも

営利性企業に対抗するのを放棄してしまったの

か，いずれかに原因があると思う。もちろん，協

同組合はどんなときでも地域的あるいは事業的に

関係する営利性企業と対抗する。問題は対抗の仕

方にある。営利性企業が相互に「商売仇」として

対抗することもある。また営利性企業の根っこに
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ある資本主義そのものと対抗するような対抗の仕

方もある。いまここで，協同組合が「営利性企業

に対抗するのを放棄してしまったのか」というの

はもちろん後者の意味においてである。

　協同組合の役員と経営者　ある会合で，私は日

本生活協同組合連合会の幹部の一人から，「協同

組合の理事は，経営者として徹底すべきである。

職員にたいしては，雇われ労働者であること以上

に期待しない。こちらも経営者として，経営採算

に徹底する」という意見をきいたことがある。

　こういう意見は，農協でもしばしばきくことが

できる。全国農協中央会が明らかにしたr合併大

規模農協運営についての考え方』（1965年3月

）は，理事の責任をつぎのようにさだめ，その責

任をはたすために努力することをもとめている。

それによると農協の理事には，「農協という一つ

の組織体と外部の関係における社会的責任」があ

り，また「組織体内部におけるトップマネージメ

ントとしての責任」がある。ここで興味深いこと

には，「農協という一つの組織体」といわれる組

織体は，　「組合員によって組織された組織体」と

いう経歴をもつが，何よりもまず「経営体」とし

て実際に存在するように理解されていることであ

る。

　だから，組合員や農業についての配慮は，「組

織体内部」のことではなく，「理事の社会的責任

」にかかわるものとされている。ちなみに，　「理

事の社会的責任」は，（1）農業生産力増進にたいす

る農協としての積極的対応，（2）各事業の社会的機

構としての機能の充実，（3）農協所得の公正な分配

（農協の得た利益を役員と職員と組合員に分ける

ことらしい一引用者），（4）人材の確保，この四項

目である。農協と組合員の関係を，私的な内部問

題としてではなく，農協の対社会の関係になぞら

えるような位置づけを試うみたのは，この種の「

考え方」としては大胆である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その大胆さは，農協の内部（社会にたいする反

語としての内部）における，理事の役割を，トッ

プ・マネージャー（最高管理者）に限定するとこ

ろにもみられる。そのトップ・マネージャーとし

ての理事の職責は，（1）長期経営計画の樹立，（2）事

業方針の明示，（3）内部組織の確立，（4）職員にたい

する教育・訓練の実施，この4項目にあるとされ

亀



る。

　以上の『考え方』は，協同組合における役員と

理事と経営者の三つの概念を混同し，すべて経営

者の概念の枠のなかにおさめてしまうものであろ

う。こうした『考え方』は，現実に農協がもって

いる，組織体の面，事業体の面，経営体の面，三

つの面をすべて経営体におさめこんでしまって，

農協すなわち経営採算企業とみなすのと，同じ系

列の思考方法である。農協の理事の役割を経営者

としてのそれにおさめこんでしまうのは，農協を

経営採算企業とみなす考え方から必然的に生ずる

結果だといっていい。

　協同組合の組合員にたいする奉仕　協同組合の

本来の役割が，労働者や農民の生産と生活をまも

る組織的な運動であることは，いちおう自明のこ

ととされている。しかし，さいきんの傾向として

そうした組織運動の面よりも，事業と経営の面が

強調されるようになっていることは，すでに指摘

した。しかしその大勢ともいえる傾向のなかで，

協同組合の「目的は，いうまでもなく組合員への

最大奉仕ということ」であるという反省がなされ

るようにもなった。この反省的な考察は，現状で

はたいへん貴重なことと思える。

　そこで，協同組合の目的を，協同組合の組合員

にたいする最大の奉仕にあると，強調する人の意

見を傾聴し，検討しよう。一つの意見を紹介す

る。

　「協同組合が，その構成員たちの自発的な意思

によってはじめて成立することは，改めていうま

でもない。したがって，奉仕性は協同組合を営利

企業と区別する本質的な経営目的であるにもかか

わらず，ロッチデール公正開拓者組合など，端緒

的な協同組合の原則にはミ最大奉仕NXという言葉

は見当らない。

　それは組合員の積極的な組合設立，利用の意識

の中にあり，いわぽ自助共栄と同義語に過ぎない

からである。………奉仕性は，本来このように自

明の不文律としてのr観念』的性格をもってい
る。

　さらにこの観念は，協同組合が経営体として整

備され，多数の利用者，経営者と従業員の分化，

多額の資本と施設というような属性をそなえてく
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るにつれて，運営に際しての統一的なr倫理規範

』的性格に転化してゆく。………

　奉仕性は協同組合における理念的な存在である

と同時に，協同組合だけがもつ内部構造，運営の

仕組みとも，密接に結びついている」（坂本敬「

農協奉仕性の測定」　『協同組合経営研究月報』19

67年3月号52頁）。

　協同組合における「奉仕」の問題を，一つには

「自明の不文律としてのr観念』的性格」のもの

としてとらえ，二つには経営体として整備された

協同組合の「運営に際しての統一的な『倫理的規

範』的性格」のものとしてとらえる方法は，すぐ

れた着想だと思う。この理解の方法がすぐれてい

るのは，協同組合が「組織運動としての側面」を

もっていて，「経営体として整備され，多数の利

用者，経営者と従業員の分化，多額の資本と施設

というような属性をそなえてくるにつれて」もな

お組織運動としての性格を基礎にもっている，と

いうことを強調しているところにある。

　そうであるけれども，はたして「最大奉仕」と

いうことが，協同組合のすべての発展段階を貫ぬ

く原則であるかどうかには，検討の余地がありは

しないか。ロッチデール組合において，その「協

同組合の原則にはxX最大奉仕xXという言葉は見当

らない」のは，その組合員にとって，「奉仕」が

はたして「自明の不文律」であったためであろう

か。私はそうは考えない。ロッチデール組合や，

わが国の部落実行組合や小人数の共同経営などに

おいて，「奉仕」という言葉や概念が見当らない

のは，それが「自明の不文律」だからではないと

思う。これらの協同組合においては，協同組合の

すべての営なみを，組合員じしんがおこなってお

り，組合員以外の第三者の登場はみられない。そ

して，組合長や役員は一般の組合員と同じように

労働者として社会的な立場は共通しており（ロッ

チデール組合のぼあい），また農民として農業生産

労働に共通の基礎をもっている（部落実行組合な

どのばあい）。　したがってこれらの協同組合にお

いては，中華人民共和国の農村購販協同組合で提

唱された「自願互利」，つまり組合員の自発性を

尊重し，その自発性を基礎にして，組合員相互の

利益をはかるやり方が，ある程度まで実現されて

いる。つまり，これらの協同組合においては，組



合は組合員たち（複数）であり，その組合とある

個人の組合員（単数）との関係は，組合員の相互の

関係である。だから組合と組合員の関係は，みん

なとわたしの関係であり，そのみんなの一人がわ

たしなのであって，あるわたしと，他のわたしの

関係は，　「自願互利」の方法で結ぽれている。

　しかし，協同組合が経営体のかたちをとるよう

になると事情が変ってくる。組合長は農業労働

や工場労働から離脱し，組合長の収入の源泉

は，商品売買の差益利潤にもとめられるように

なり，一般の組合員とくらべて，社会的な立場

を異にするようになる。また組合経営は，組合員

の農家経営や家計とは別なものとなる。そうした

状況のもとで，組合経営と組合員の農家経営や家

計の関係を処理する考え方の一つとして，「奉仕」

という理念がうまれてくる。つまり，奉仕は組合

経営の理念の一つであって，経営体の関係が成立

するにともなって，あらたに発生してくるもので

ある。

　協同組合を，組合員としての労働者や農民が大

衆的につくり，誰か第三者に組合の運営を委任せ

ずに，組合員じしんがみんなで運営するときには

「奉仕」の関係はない。そして，組合運営が組合

員以外の第三者，もしくは組合員から選ばれた

が，組合経営者になることによって，組合員のみ

んなから区別され，組合員のみんなとはちがって

収入源泉をもつようになった経営者にゆだねられ

るようになったときに，「奉仕」という考え方が

うまれてくるのである。だから「奉仕」はすべて

の協同組合の一般原理ではなく，経営の関係を発

生させてしまったような，ある特定の協同組合に

おいて，組合経営と，組合員の家計や農業経営と

の矛盾を処理する一つの方法である，とみた方が

適切のようである。

　協同組合と流通合理化　この数年らい，われわ

れが経験したことであるが，従来，主として零細

企業や中小企業が仕事をやってきていた食品加工

や商業の面に，巨大資本企業が進出するようにな

った。びん缶詰などの食品加工には，日本の独占

資本が積極的に資本を供給したり，系列企業を設

立したりしているだけでなく，アメリカの帝国主

義資本も進出してきている。また，商業の分野で

も私鉄資本がスーパー・マーケットをつくった

り，名店街をつくったりして，商業企業への独占

資本の進出がさかんである。

　こうした従来，主として零細企業や中小企業が

仕事をしてきた分野への内外独占資本の進出には

二つの意味がある。一つは資本の高度蓄積がおこ

なわれて，資本の遊休部分がふえるようになった

結果，独占資本にとっての未開拓の経済分野へ投

資して，利潤をあげるという意味である。もう一

つの意味は，零細メーカーや中小メーカーの商品

流通にあわせてつくられていた，いままでの流通

機構を改めて，巨大メーカーむきの流通機構をつ

くり，より少ない商業費用で，より多くの商品を

売りこみ，メーカーの利潤を高い水準に保つ，と

いうことである。これを「流通革命」などとよん

でいる。

　そこで協同組合にも変化が生じている。たとえ

ば，スウエーデン消費組合では，従来の小型の商

品販売所がしだいにセルフサービス制の店舗に改

められ，1965年には従来の店舗の数が1945年の92

％から13％に減少し，セルフサービス店舗が69％

をしめるようになった。また，消費組合店舗の取

扱商品も，いままでは食料品などの回転の速いも

のが中心であったが，いまでは百貨店となり，耐

久消費財も重要な営業品目に加えられるようにな

った。それにともなって，全国同盟（KF）の設

けた中央倉庫（現在，22ヵ所）に連なった販売所

（3943ヵ所）という商品流通機構を中軸にして，

消費組合の組織がつくられるという関係ができる

ようになった。すなわち，商品流通の合理性，つ

まり巨大メーカーが，より少ない費用で，より大

量の商品を売りこみ，メーカー利潤を高く保つと

いう必要におうじて，流通機構としての消費組合

店舗が設けられ，その店舗にあわせて消費組合じ

たいが組織がえされるようになったため，組合が

合併され，単位組合である消費同盟は1955年の

681から1965年には338に減少した。現在消費同

盟加入の組合員は130万といわれるから，単位組

合の組合員規模は約4000人である。協同組合の組

織関係が，組合員じしんの自主的な組織運動の要

請によって一義的に基礎づけられないで，中央倉

庫と販売所という商品流通の「合理性」によって

影響さてされているのが特徴のようである。そし



いきんでは，販売所の商品仕入れ先について，中

央倉庫からの仕入れだけにしぼり，系統全利用を

制度化することが検討されるにいたった（モウリ

ッツ・ボノウ「成長経済下における協同組合の意

義と課題」『ツァイトシュリフト・フィール・ダ

ス・ゲノッセンシャフトヴェゼン』1966年3号）。

　スウェーデン消費組合におけるこうした傾向は

H本の農協においても同様である。たとえば，

1965年10月の全国農協中央会総合審議会で討論さ

れた「農協系統組織の整備方針について（案）」

にもられた考え方がそれである。それによると農

協の「事業は，その機動性と能率を最高に発揮

し，目的に対する重点指向，活動分野の拡充，経

営の安定を確保し得るよう調整し，系統内流通の

効率化をはかる」ものである。具体的にいうと，

「系統組織」は農協，県連合会および全国連合会

の三段階制であるが，事業の「効率化」をはかる

ために，農協が直接に全国連合会と結びついたり

県連合会が全国連合会を利用しないで独自に仕事

をすますことである。そして将来は県連合会を廃

止して，二段階制にするというものである。

　この構想は否決されてしまったが，商品流通の

「合理性」にてらして，農協の仕事のやり方を改

めるという考え方までが消えてなくなったわけで

はない。同じ年の1965年6月に全購連が66年か

らの3力年計画をして提唱した「暮しを組合につ

みあげる運動」がそれをしめている。この事業「

運動」は，部落の生活購買会を基礎にして，生活

用品を売りこむのと，農協の店舗購買との二本建

てになっている。農協の店舗にむけての商品の供

給は，全購連が県区域のM・C（マーヶットセン

ター）をつうじて，県内ブロック別のM・S（マ

ーヶットステーション）に商品を供給し，このM

・Sが農協店舗をにぎるという，一種のチェーン

ストアーの方式である。岩手県の一関地区で実行

にうつされた例では，ブロックのM・Sが直接に

部落の生活購買会に商品を供給していて，農協は

仕入れや保管などの流通業務から外され，単なる

代金決済機構となっている。これを「一段配送」

による流通の「合理化」と称している。

　このようなやり方は，たしかに「「系統内流通

の効率化」であり，そして巨大メーカーの流通の

「合理化」という要請にこたえるものである。そ

の理由を，購買品を例にとって考えよう。巨大メ

ーカー商品の流通過程に，いくつもの段階がある

と，段階ごとの商業企業が差益利潤（マージン）

をとり，その利潤総額がぽう大になったわりに

は，商品が大量に速やかに流れない。しかし，協

同組合のような消費者を直接ににぎったものが，

中間段階を少なくして，商品を大量に速く流して

くれたら，巨大メーカーの商品は大量に売りさぼ

かれ，中間の商業企業に支払われる差益利潤を少

なくすまし，メーカー利潤を多く確保することが

できるJこれが「流通の合理化」の本質であり，

それをやろうとするのが，「流通革命」である。

ところで日本の農協やスウェーデンの消費組合な

どの協同組合がやろうとする，「系統内流通の効

率化」は，けっして独占資本や巨大メーカーに「

奉仕」するために考えついたものではない。ここ

では，前後の関係が逆になっている。すなわち，

巨大メーカーはその商品を取扱う商業企業にたい

して，いままでとくらべてより少ない幅の差益利

潤しか与えないような独占価格の体係をつくりだ

してしまう。これを協同組合の経営の立場からみ

ると，商品取扱いに要した費用を，十分にカバー

できるような差益利潤を取得できないというふう

に認識される。そこで協同組合の企業経営は，「

系統内流通を効率化」すること，つまりいままで

の「系統内」のある段階を省略し，その段階で取

得されていた差益利潤を，他の段階の協同組合企

業が配分することを考える。そして何とかして，

費用支出にみあう分以上の差益利潤を取得するよ

うにつとめるのである。このようなやり方は，巨

大メー一カーに高いメーカー利潤をとらせて，その

メーカーの製品を売りさばいてやることにつうず

るのである。

　そこにもう一つの問題が発生する。そのように

「系統内流通を効率化」することによって，巨大

メーカーも高いメーカー利潤で祝福され，協同組

合の経営もうるおうようになる。しかし，協同組

合は労働者や農民の「独占資本にたいする抵抗の

組織運動」である。あるいはそこまで目的がかた

まっていなくても，労働者や農民の運動組織であ

る。企業経営はそうした協同組合の一つの側面で

しかない。したがって，協同組合の全国や県の機

関および単位組合は，企業経営の必要性や巨大メ
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一カーにとっての「合理性」によって，その存廃

がきまるのではない。もしそうしたことによって

存廃がきまるとすれぽ，協同組合はすでに運動組

織としてはぬけ殻になってしまったのであり，名

まえは協同組合であっても，ほかの商業企業と変

るところがないものになってしまったということ

であろう。

　ここまで話が煮つまってくると，こんな疑問が

生じてくるであろう。「たしかに協同組合の組織

のあり方を，企業経営の都合だけによってきめる

のはおかしい。しかし，そうしなけれぽ協同組合

はやっていけないではないか。協同組合，とくに

このぼあいは連合会がやっていけなくなったら，

流通機構は巨大メーカーと商人によって独占され

てしまって，組合員である労働者や農民にとって

不利なことが多くなるのではないか」という疑問

である。これはたいへん難かしい問題である。し

かしよく考えてみよう。右をみても，左をみても

資本主義社会の機構によっておおいつくされてい

る状態のもとで，資本主義社会から利益をみいだ

すことのできない労働者や農民にとっては，資本

主義制度は打倒する相手である。協同組合も労働

者や農民のものであるかぎり、は，資本主義制度を

保持するためのお手つだいする義理はないはず

だ。しかし，その協同組合が「経営体」の側面を

身につけ，「経営」にひきまわされはじめたら，

その協同組合は組合員である労働者や農民を，も

はや運命をともにしなくなった状態に入りこん

だ，ということである。それは協同組合運動にと

っての泥沼でしかない。協同組合とくに協同組合

運動にとって，「経営」はそのものとしてはまだ

泥沼ではないが，泥沼への入り口であることは確

かなことである。このことをよく見きわめて，協

同組合の「経営」を考えよう。

（2）協同組合の組織と事業

　資本主義社会の協同組合　われわれが経験をつ

うじて知っているように，実際の資本主義社会は

資本家階級と労働者階級の二つの階級だけで成り

たっているものではない。中小企業もあれば，零

細企業もあるし，農民もいる。農村では，農業資

本家と農業労働者に分れて国もあるが，日本では

そういう分化があまり進まないうちに，工業に基

礎をおいた資本家が，農業をいためつけてしまっ

たので，いままでのところそのものずぽりの農業

資本家はうまれていない。しかし，農民のなかは

富裕な農民と貧しい中下層農という分れかたをし

ている。

　そして同じ資本家でも，銀行から金を借りて返

済に苦しんでいる中小企業の資本家もあれば，大

手メーカーといわれる産業資本家もいる。そして

録行や保険業の金融資本家が国の経済の動脈をに

ぎり，政治をにぎり，資本主義のための「公僕」

としての官僚を使いこなしている。そして，資本

家に雇われている労働者でも，高級の管理職にっ

いたり，技術陣に入りこんだりして，ほかの労働

者を監督しているものもいる。また，女房に内職

をさせて，ようやく家計を支えているような肉体

労働者もいる。

　また，資本家でも労働者でもない，教授，作家

芸術家，そしてジャーナリストといった文化をひ

とりじめすることによって，社会に地位をしめ

て，資本主義をまもるために，イデオロギーの領

域で役割をはたしているグループもある。

　だから現実の資本主義社会，はまったく複雑に

できている。しかし，その複雑な資本主義社会を

つらぬいているのは，やはり資本家階級と労働者

階級の二つの階級の対立だと思う。したがって，

資本主義社会を理論的に考察しようとしたら，二

つの階級がつくっていて，資本家階級が支配して

いる社会としてみることができる。そうすると，

資本主義社会における協同組合は，資本家階級の

協同組合ではなく，労働者階級の協同組合という

ことになる。なぜならば，資本家階級は支配階級

であって，協同組合という組織によって，その生

活をまもる必要を感じないからである。労働者階

級だけが，一人一人が生活をまもろうとしたら，

団結する必要をみいだすのである。労働者階級が

団結して資本家階級の支配に対抗し，その支配を

うち倒そうとする方法については，いろいろの人

がいろいろのことを考えている。ある人は労働組

合をつくって斗争するといっている。ある人は議

会に多数の代表を送りこんで，法律の制定を労働

者階級に有利にすることによって，資本主義を倒

すといっている。しかし理論家は，資本家階級の
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支配が，議会における法律の制定をつうじておこ

なわれるのは表面だけであって，実際は国家権力

の本質をなしている，暴力としての軍隊や警察力

によって支配しているのであるから，武装斗争で

斗わなくては，資本主義をうち倒すことはできな

いといっている。いま，資本主義をいったんはうち

倒したことのあるソ連や東欧の一部の国をふくめ

て，14力国で資本主義制度を倒したが，それはす

べて武装斗争をつうじてやられたものである。ま

た協同組合というものによっても，労働者階級が

資本家階級に対抗し，資本主義の支配をうち倒す

ことができると考えた人もいる。しかし，協同組

合によって労働者階級が，資本主義の支配を倒し

た例はいままでのところない。

　いずれにしても，労働組合や議会「斗争」や武

装斗争や協同組合などは，資本家の階級支配にた

いして，労働者階級が団結してことに当る点では

共通している。そうすると，なぜ一人一人の労働

者は，階級として結集し団結しなければならない

のか，という疑問が生じてくる。このことは，つ

ぎのように説明されている。資本主義社会は，資

本家が生産手段を独占している社会である。労働

者はじぶんとその家族の肉体を維持し，生存する

のに必要な生活のかてを得ようとすると，資本家

に労働力を売って賃金を得る以外には方法がな

い。労働者が生活に不安を感じ，生活苦に悩む原

因は，労働者がじぶんの生活に必要な生産物をつ

くりだす生産手段をもたないことにある。そこで

その苦悩の原因である生産手段をもたない状態か

らぬけでる，つまり生産手段を独占している資本

家階級から，生産手段を奪いかえすために団結

し，階級斗争を斗うのである。そして生産手段を奪

いとるまでは，賃金斗争で生活をまもり，協同組

合によって生活の苦しみを助けあおうとする。資

本主義社会における労働者の協同組合は，資本家

階級との階級斗争の一部をなすときに，はじめて

ほんとうの労働者のための協同組合であるといえ

る。この意味で協同組合は，労働者の大衆運動の

組織である。

　しかし，協同組合の運動のなかで，労働老はた

いへんな矛盾にであうことになる。資本家階級が

支配する資本主義社会において，労働者は資本家

に労働力を売って，資本家のために労働して搾取

されるだけではない。労働者が生産した労働生産

物は，資本家のものになっているから，労働者は

賃金をもって生活用品を購入しようとすると，じ

ぶんがつくったその労働生産物をこんどは資本家

から買わなくてはならない。資本家は労働者がつ

くった労働生産物（生活用品）を労働者に売って

利潤をはじめて貨幣のかたちでわがものとして取

得する。また労働者は政治的にも資本家階級に支

配されていて，労働者階級として団結して資本家

階級に対抗しようとすると，弾圧される。そして

文化的，思想的にも，資本家階級に有利な文化や

思想によって影響されて，資本家の階級支配の実

態を見破って，労働者階級の一人としての自覚を

もつことが困難な立場におかれている。だから，

労働者が資本家階級の支配と斗うことは，経済の

領域，政治の領域だけでなく，文化や思想の領域

におよぶことがさけられない。

　そこで労働者の協同組合のことを考えよう。協

同組合は，主として労働者の経済生活の分野，と

くに生活用品の購入の分野で，労働者のために役

だつ仕事をする。このばあい，協同組合としては

生活用品の購入の仕事を担当するけれども，労働

者の側からみると，生活用品の購入をめぐって資

本家と接するだけではない。労働者としては，賃

金問題，政治や文化や思想のすべての面で，資本

家と階級としてあい対しているのである。協同組

合がほんとうに労働者のものであるならぽ，労働

者が階級として資本家にあい対している，政治や

文化や思想の問題に，つねに配慮し，それと関係

した協同組合の運動をすすめなくてはならない。

　労働者はその生活を維持するためには，じぶん

のつくった労働生産物を，資本家のものとして，

資本家から買わなくてはならない関係について考

えよう。よく知られているように，資本主義社会

においては，生産手段は資本家が私的に占有し，

労働者は生産手段をもたない。資本家は占有する

生産手段を用いて，雇用した労働者を働らかし

て，より多くの利潤の得られるような生産をおこ

なう。いうまでもなく’f資本家の生産は資本家じ

しんの必要とするものをつくるのではなく，他人

を相手に，売るためにつくるものである。つまり

資本主義的生産は，生産の社会的性格と，生産手

段の私的占有のあいだの矛盾を特徴としている。
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資本家は社会的な必要を相手に生産するものであ

りながら，社会のためではなく，利潤のために生

産する。だから，利潤のために生産しているから

社会的な必要以上のものを生産してしまって，過

剰生産におちいる。過剰生産をすると，恐慌をひ

きおこし，せっかくつくった生産物が消費されな

いで，ついには廃棄されなくてはならない。

　他方では，労働者は生産手段をもたないから，

資本家に労働力を売って賃金をもらい，そして労

働する。その労働は，労働力を売ったときに受け

とった賃金以上の価値，つまり剰余価値をつくり

だす。この剰余価値が資本家のとる利潤の源であ

る。ところで資本家は労働者を働らかして搾取し

ても，その労働生産物をいつまで持っていても意

味がない。利潤をふくんだ価格で，その労働生産

物を商品として売ったときに，利潤を生産物のか

たちではなく，貨幣のかたちで，わがものとする

ことができる。労働者は労働力を資本家に売って

得た賃金という貨幣を使って，資本家から生活資

料を買って消費することによって，その生命を保

つことができる。ここで労働者はじぶんが労働し

て生産した生産物を，資本家に貨幣を支払って取

得する。また，資本家はじぶんが生産したもので

ないにもかかわらず，それを領有しているために

生産物を労働者に売ることができ，売ることによ

って，利潤を貨幣のかたちで手に入れる。だから

労働者は資本家の領有する生産物を購入すること

によって，資本家のためにつくりだした剰余価値

を，貨幣のかたちをとった利潤として資本家のポ

ケットに入れることを可能にする。実に，労働者

協同組合は資本主義の再生産におけるこの局面に

関係して成立するものである。

　労働者協同組合は，労働者が資本家とあい対し

ている経済的，政治的，文化的および思想的な諸

局面のなかの，経済的局面の一部でしかない商品

購入の局面において，主として役割をはたそうと

するものである。労働者が生産して産業資本家が

領有する商品としての生産物は，ただちに消費需

要者としての労働者に売り渡されるわけではな

い。一般には商業資本家が，産業資本家から商品

を受取って，商業の方法をつうじて，労働者に売

られる。そのばあい産業資本家は，じぶんが直接

に商業の業務に従事するよりも，商業の専門家で

ある商業資本家に業務をまかせた方が，商品の需

要者を速く見つけだして，速く売渡すことがで

き，流通在庫に要する資本を節約することができ

るから，そうするのである。産業資本家は商業資

本家にたいして，商品売りさばきのお礼として，

じぶんが労働老を搾取して得た剰余価値の一部を

商業利潤としてひき渡す。じぶんのポケットシこは

残りの剰余価値を産業利潤としておさめる。

　資本主義の商業についての理論は，このような

ものであるが，商品が産業資本家の手から離れ

て，商業資本家に移り，労働者に売渡されるまで

の過程，つまり商品流通過程は，けっして坦々た

るものではない。それぞれの商業資本家は相互に

競争しあい，競争をつうじてより多くの商業利潤

を得るようにつとめる。時としては安い仕入れ価

格の商品を大量に仕入れて，在庫品として手もと

にとどめておく。そして小売価格の高値を見はか

らって売りにだす。こうしたことは商業投機とよ

ばれるが，それは産業資本家の商品生産が，社会

の需要を相手にするものでありながら，社会の人

びと，つまり労働者のためにおこなわれるのでは

なく，産業資本家の利潤のためにおこなわれるこ

とを基礎にしている。工業生産それじたいが投機

的であるから，商業投機が可能なのである。

　その商業投機を商品（生活用品）の買手である

労働者の立場からみると，価格の時期的変動と，

価格の地域的な格差として問題となる。商品の購

入消費者としては，5年とか10年とかいう資本

主義の経済循環の周期のあいだの平均価格が問題

となるのではなく，その時その時の購入の小売価

格が問題である。だからある時に極端な安値がで

ても，つぎの機会に手をだせないような高値がで

てくることは，生活の危機を感ずることになる。

またじぶんの居住地域におけるある商品の価格が

高く，隣接区域では安値であることは，高値がひ

じょうな不合理にみえるのだ。こうした商品価格

の時期的変動と地域的な格差にたいして，それな

りの生活の安定と，生活危機の克服の手段として

ある拡がりの地域での労働者の共同購入，つまり

協同組合的な組織運動が問題となってくる。

　成立した協同組合は，商品を仕入れて組合員と

しての労働者に供給するのであるが，そのばあい

商品の品質を吟味して，同じ用途で同じ品質の商
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品には仕入れ価格はちがっていても，同一の小売

価格を平均的につけて，組合員に供給する。価格

の共同計算をおこなう。こうすることは，価格の

変動と格差によって不安定になった労働者生活

に，ある一定の安らぎをあたえることになる。と

ころでこのような平均的な小売価格の本質は何で

あろうか。その価格は，商業資本家が投機と変動

のある一一定の期間の売上げ価格を，結果として帳

簿上で計算してみたところの平均価格にほかなら

ない。だから一・meの商業資本家においては，短期

もしくは中期にわたる帳簿上の決算の平均価格と

して算出されたものが，協同組合においては人為

的につくりだされた統一的な平均価格なのであ

る。このばあいのちがいは，商業資本家に協同組

合がとって替ったこと，協同組合がとって替った

ことによって，決算としての平均価格が，人為的

につくりだされた実態としての統一的な平均価格

になっていること，この二つの点でしかない。だ

から産業資本家の目には，いままで商業資本家に

ゆだねていた商品販売を，いまでは協同組合にゆ

だねるようになったことのちがいとしてしか映じ

ない。

　そこで協同組合はつぎの解きがたい問題にぶつ

かる。資本家に雇用された労働者が，消費者とし

て商品（生活用品）を購入するときに当面する困

惑，つまり価格が変動し格差をともなっていると

いう問題は，そもそも労働者がじぶんが労働して

つくった生産物を，産業資本家から商品として買

わされるという資本主義の矛盾にもとついてい

る。そこで労働者は消費者として協同組合をつく

りその困惑を処理しようとする。その協同組合が

処理しえたのは，商品の流通過程にいる商業資本

家の行為でしかない。商業資本家にとって替った

協同組合は，協同組合が人為的につくりだした統

一一・・ Iな平均価格をもってするにせよ，いぜんとし

て産業資本家の提供する商品を取扱う状態はつづ

く。すなわち，産業資本家が生産物としてもって

いただけでは，労働者を搾取してえた剰余価値

を，貨幣のかたちの産業利潤として取得すること

ができない。それは生産物を商品として売らなく

てはいけない。個別の資本家にとっての，この最

大の悩みを，協同組合は資本家の商品を取扱い，

組合員である労働者に売ってやり，貨幣を回収し

て，資本家に支払ってやる。資本家の悩みは解決

される。しかも労働者の協同組合の手によって，

その悩みは解決された。

　このように資本主義社会における労働者の協同

組合は，消費者として労働者がぶつかる困惑をと

り除くために，商品（生活用品）の購入を組織

的にいとなむのであるが，半面では商品を労働者

の手もとに送りとどけて，販売代金としての貨幣

を回収して資本家に支払うことによって，販売と

いう資本家にとっての最大の悩みを解決するので

ある。資本家はその悩みを解決してもらったお礼

に，商業利潤を売買差益のかたちで，協同組合に

支払う。消費者としての労働者の困惑を処理して

やることが，資本家の悩みを解決することになる

のは，協同組合が資本主義社会において不可避に

おちいる矛盾である。しかも，労働者は消費者と

しての困惑を，協同組合によって処理しえたとし

ても，労働老そのものとしての悩み，つまり労働

過程で搾取され，政治的に支配され，文化的に低

劣な地位におしとどめられるという悩みは，その

まま残る。しかし資本家は，資本家にとっての最

大の悩み，つまり商品を利潤をふくんだ価格で売

りさぼき，利潤を確かに掌中におさめる問題を，

協同組合によって完全に解決してもらった。こう

した協同組合の矛盾は，資本主義社会がつづく限

り残ることになる。その矛盾を処理する問題は，

資本家が占有する生産手段を，労働者階級が奪い

取ることによって解決されるのであって，商品流

通過程の操作によって解決されるものではないか

らである。

　協同組合の組織における矛盾　資本主義社会に

おいて，労働者がつくった協同組合が，一方では

労働者の商品購入にさいしての困惑を処理するも

のでありながら，他方においては資本家の商品販

売にさいしての悩みを解決する，といった矛盾に

ついては，すでにのべた。この矛盾は資本主義社

会の協同組合の基本的な矛盾をなす。つまり，資

本主義制度がうち倒されるまでひきつづいて作用

する矛盾である。そしてこの協同組合に現われた

矛盾は資本主義社会の基本的矛盾の反映である。

すなわち，資本主i義社会においては，生産手段は

資本家が私的に占有していて，労働者は生産手段
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をもたない。「無産階級」である。資本家の生産

は，資本家じしんが必要とする財貨をつくるので

はなく，社会の需要を目あてにおこなわれる。つ

まり商品生産である。しかし，社会を目あてに

するが，社会のための生産ではなく，資本家の利

潤のための生産である。その利潤は，そのために

雇用した労働者を搾取することによって生みださ

れる。労働者は搾取されることがいやでも，生産

手段をもたないから，働らいて生活しようと思え

ば，労働力を資本家に売る以外に方法はない。そ

こで労働者は「資本家に雇われた労働」として労

働するのであって，労働者の労働生産物は資本家

のもちものとなる。だから労働者はじぶんの労働

生産物を，資本家から買いもとめなくては消費す

ることができない。資本家も労働者を搾取するだ

けではことがすまず，生産物を労働者に売って，

はじめて貨幣のかたちで利潤を手にすることがで

きる。この関係が協同組合に反映して，協同組合

の矛盾をつくりだすのである。そしてそのもと

をただすと，生産手段を労働者がもたないで，直

接に生産労働に従事しない資本家がもっており，

その資本家がじぶんの利潤を追及する目的で商品

生産をおこなっているからである。このような理

由で，資本主義社会の基本的矛盾が，協同組合に

おける基本的矛盾の基礎をなすのである。

　この協同組合の基本的矛盾にもとついて，協同

組合の組織における矛盾の性質がきまってくる。

協同組合の組織は，このぼあい労働者の組織の一一

つである。そして労働者が組織をつくることは，

いろいろの目的でやられるが，商品（生活用品）

の共同購入によって，個別の購入につきまとう困

惑を処理しようとするのが，協同組合である。そ

の協同組合による商品の共同購人は，個別の購入

の単なる総和ではない。すでにみたように，個別

の購入がおちいる価格の変動や格差は，共同購入

においては処理されてしまうから，商品の購入と

しては，共同購入は個別購入にくらべて新しい質

をそなえている。だから価格に表現される購入の

新しい質は，共同購入とその組織である協同組合

に固有のものである。そして協同組合のおこなう

共同購入は，その購入がおこなわれる以前に，協

同組合という労働者の集団が成立しているのであ

るから，共同購入が実現する購入の新らしい質

は，労働者の集団のもたらす結果であると考えら

れる。

　さきに協同組合は，労働者の商品購入における

困惑を処理する，その半面において資本家の商品

販売，利潤の実際の取得という悩みを解決すると

いうことを，協同組合の矛盾としてとらえる説明

をおこなった。実はこの矛盾が，協同組合の内部

においては，集団と個人のあいだの矛盾として現

われてくる。労働者は協同組合を組織するにあた

っては，労働者のもっているすべての性格をもち

こんでいるわけではない。消費者としての性格に

たって，協同組合に参加している。そして協同組

合の立場からみると，協同組合にたいしては労働

者は消費者として参加したのであるから，その組

合員を消費者として処遇し，労働者のもつすべて

の性格と側面において処遇することはしない。だ

から，協同組合が共同購入によって，個人購入に

つきまとう困惑を処理することができるならぽ，

それでよいことになる。しかし，組合員はその一

人の人格としては，まぎれもない労働者であっ

て，けっして消費者としてじぶんを抽象化して考

え，そして行動することはできない。つまり，労

働者としては，生産手段の所有から疎外されて，

生活の不安定からまぬがれることはできず，資本

家の搾取制度のもとにおかれている。労働者の苦

悩のすべては，資本主義制度をうち倒したときに

解決される。

　このように全き一人の人格としての個人は労働

者としてあるのであって，これは否定し難い現実

である。労働者としては，それが労働組合員にな

っていようと，協同組合員となっていようと，生

産手段の資本家的所有をうち倒すことによって解

放される本質をもっている。これが協同組合を構

成する個人の客観的な実態である。しかるに協同

組合という集団は，労働者のもっている一つの性

格である消費者の面で組織されたものである。そ

のぼあいは，個別購入にともなう困惑を処理する

ことですべてが終るのである。そしてそのような

集団として，協同組合は新しい質を身につけた共

同購入の役割をはたす。しかし，その共同購入は

新しい質を実現したところで，生産手段の資本家

的所有を廃絶するものではないし，むしろ資本家

が困難とする商品の販売のために，積極的な役割
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をはたす。このことは，労働者を資本主義の搾取

制度のもとに鉄鎖をもってくくりつけておくこと

にたいする積極的な役割をはたしたことである。

全き一人の人格を個人としてもつ労働者として

は，このことに対立する。このように，協同組合

の基本的矛盾は，ここでは協同組合における集団

と個人のあいだの矛盾として現われてくるのであ

る。

　労働者をもって構成される消費者集団としての

協同組合は，集団と個人の矛盾を原動力として展

開される。そして集団と個人の矛盾は，一般的に

は個人の利益を考慮しながらも，集団としての利

益を優先させることによって処理し，そうするこ

とによって集団が発展する。しかし協同組合のぼ

あいは，特殊な事情が介在する。それは集団であ

る協同組合が，組合員個人のすべての面に基礎を

おいていないことに由来する。すでにくりかえし

のべたように，組合員個人のすべての面は，その

個人が労働者として行動したときに完全に表現さ

れる。しかし協同組合における個人は，労働者の

一つの面の消費者としての個人であって，その協

同組合的集団は労働者の集団の一つであることは

確かなことであるが，特殊な労働者集団，つまり

消費者の集団である。そのために，消費者集団と

しての協同組合は，労働者の全き姿を消費者とし

て分割することのできない個人にたいして，無条

件的に優先することのできない事情にある。した

がって協同組合においては，集団は個人にたいし

て制限された優先の関係にあるといわなくてはな

らない。

　協同組合の集団が組合員個人にたいする優先が

制限されたものであるのは，この集団がはたす役

割によっても規定される。すでにのべたように，

協同組合の共同購入は一方では労働者の個人的な

購入につきまとう困惑を処理し，他方では資本家

の商品販売の悩みを解決する。協同組合の共同購

入がはたす役割の二面性は，協同組合の内部にお

いて集団が個人にたいして無条件的に優先するこ

とを危険なものとしている。例えば，資本主義社

会のある条件のもとでは，協同組合は個人購入の

困惑を処理すること以上に，資本家の商品販売の

苦悩をとり除くことに大きな役割をはたすこと

が，きわめてしばしぼ生ずる。ある協同組合があ

る一つの資本企業と結びついて，その資本企業に

たいして，組織された購買需要を提供するような

状況である。この状況は偶然のものではなく，協

同組合のおこなう共同購入の本性，つまり資本家

商品を購入せざるをえないという本性によって生

ずるものである。そしてこうした傾向が，協同組

合の本性によって生ずるために，集団の個人にた

いする優先は制限されたものでなくてはならな

い。

　ちなみにつぎのことをのべろおこう。協同組合

の組織構成の原則とされる，　「一人一票の表決制

」は，株式会社の総会における表決が，取得株の

多少によっておこなわれることにたいする特殊性

でしかない。労働組合や協同組合をふくむそのほ

かの労働者団体においては，すべて「一一一・人一票の

表決制」によって集団の意志がきめられる。だか

ら労働者の組織としては，この表決制はなんら特

別な意味をもつものでなく，当然なことである。

　もう一つのことをのべよう。それは協同組合の

組織は，組合員である労働者じしんによって運営

されることである。協同組合が労働者の組織であ

る以上，そして協同組合をふくむすべての労働者

組織が，その組織運動を労働者じしんの大衆的な

参加によってすすめ，運動をつうじて資本家階級

のあらゆる誘惑や攻撃をおしのけ，労働老じしん

が体験をつうじて，みずからの階級を解放する

道を歩むものである以上は，その組織を労働者じ

しんが運営する以外には方法がないからである。

そしてその組織に結集した労働者みずからがなし

うることのみを，その組織は実行するのである。

その組織に結集した労働者みずからがなしうる以

上のことは，資本家がなすことであろう。したが

って，協同組合のいっさいの仕事は，労働者じし

んがとりおこなうべきであって，組合員である労

働者が組合員以外の第三者に委嘱して執行させた

り，代行させることは，労働者協同組合の埼外の

ことである。もちろん，協同組合の内部での仕事

の分業はおこなわれる。ある組合員が仕入れ業務

をある組合員が計算事務を，ある組合員が配送業

務を，というぐあいの分業はおこなわれるであろ

う。しかし，ある特定の組合員が，職業的に組合

の業務に専念し，他の大多数の組合員が組合業務

の執行から疎外されることはありえない。もしか
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りにある組合員が職業的に組合業務に専念しなけ

ればならないような業務が発生したとするなら

ば，その業務を通じて，協同組合の内部に雇用問

題が生じ，変質の危険をはらむことになる。

　協同組合の事業における矛盾　協同組合が労働

者の組織であるということを，つっこんで考えよ

う。労働者が集団として組織されていることは，

労働者が個人として生きていることの一つの姿で

ある。そこで労働者が個人として生きていること

は，労働する力をたくわえるために，衣食住のか

たちで消費することから，その労働力で働らいて

生産物をつくり，そして生産物を直接もしくは間

接に消費して労働する力を生産するまでにたる過

程である。このように労働者においては，生きる

ことは労働と生産の過程であり，いわぽ生産的生

活の過程である。この見地にたって，労働者が集

団として組織されていることを考察すると，それ

は組織としての過程であるといえる。つまり，個

人は集団に依拠して生活をし，集団は個人をたえ

ず集団に高めてまとめあげ，個人の生活過程を発

展させるという，集団と個人の関係が展開されて

ゆく過程である。このように「組織されている」

ことは，その組織の運動の過程としてつかむこと

が大切である。集団は個人のためにつくし，個人

は集団にしたがうところの過程が，「組織されて

いる」ことの内実である。

　しかし，協同組合の組織の過程は，資本主義社

会においては特殊な性格をもつことになる。協同

組合は商品の共同購入という事業を営なむ。その

商品の共同購入は，労働者にとっては購入である

が，資本家にとっては販売の一つのかたちであ

る。そのばあい，資本家は生産の過程で労働者を

搾取して得た剰余価値をふくむところの商品を売

って，貨幣の姿にかえ，剰余価値を利潤として手

におさめる。これを経済学は，資本家が商品の価

値を実現した，とよんでいる。資本家の眼からみ

ると，協同組合は商品の価値実現の機構である。

　ここでつぎのことが分る。協同組合は労働者に

とっては組織運動の過程であるが，資本家にとっ

ては商品の価値実現の過程である。そして協同組

合による共同購入は，労働者集団としての営なみ

であるから，協同組合にたよっておこなわれる資

本家の商品の価値実現は，労働者集団にかかわり

をもった資本家の行為である。したがって，協同

組合における集団と個人の関係は，一般的な集団

と個人の関係にくらべて特殊である。例えぽ労働

組合における集団と個人の関係は，その集団その

ものと集団の行為は，労働者だけが関係してい

て，労働者以外の勢力がその集団にかかわりをも

つことはない。しかし協同組合における集団の行

為としての共同購入は，半面において資本家の商

品の価値実現の過程である。だから集団は単純に

労働者の力の総和としてあるだけでなく，資本家

の側の利益の実現ということがたえずつきまとっ

ているのである。そうすると，労働者個人として

は，協同組合という集団はじぶんたちの集団であ

ることはまちがいないが，同時に集団のかげに資

本家の商品の価値実現の営なみを見なくてはなら

ない。以上のことは，資本主義社会における協同

組合においては，協同組合は労働者の組織化の過

程であると同時に，資本家の商品の価値実現の過

程でもあるという，二重のたがいに対立する過程

がふくまれることをしめしている。この二重過程

としての特質を考慮しながら，資本主義と協同組

合の事業との関係を考えよう。考える第1のこと

は，資本主義の発展と協同組合の事業との関係で

あり，第2は協同組合にたいする資本主義の反攻

である。

　資本主義の発展と協同組合の事業　よく知られ

ているように，資本主義は手工業的な小規模の資

本企業が支配的であった時代，機械化された大規

模な企業が成立する時代，そして独占資本が成立

する時代という発展をしめしている。資本主義は

封建社会の胎内において発生した商人資本が，都

市の手工業や農村の家内工業に，資本前貸しや原

材料の供給をおこなって生産物の販売を独占する

やり方をつうじて，しだいに発展した。そしてそ

のような分散した手工業はやがて工場制手工業（

マニュファクチュア）にまとめられ，大工業の発

展を準備する。いずれにしてもこの時代では，商

人資本が支配していた。その商人資本の支配は，

小規模な手工業的な工業経営にたいして，大量の

貨幣を集積した商人資本が工業生産者に君臨する

というものであった。工業の企業主は，生産の小
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規模性のために，商人資本から資本を前借りして

生産物を代償としてひき渡すことになり，商入資

本の商業独占のもとにおかれていた。

　しかし「産業革命」による機械制大工業の成立

・は，それを基盤にして産業資本が成長し，商人資

本にとって替って，産業資本が支配する時代をつ

くりだす。産業資本主義の時代はいわゆる「資本

の自由競争」の時代であって，工業の大規模化に

ともなって，商業も大規模となり，工業と商業の

両分野にわたって，激烈な競争がくりかえされ

る。そして競争をつうじて，工業でも商業でも，

’たちおくれた小規模企業が没落し，大企業が制覇

してゆく。商業においても卸売商業と小売商業と

に分化しながら、この「大規模化傾向は19世紀の

最後の25年においてますます促進されることにな

った。大規模小売組織体は拡大し，全流通機構と

結合してその重要な構成要素となっていった。し

かしなお当時においては，小売商業は小規模店舗

・によってほとんど掌握されていた」（荒川裕吉r

小売商業構造論』千倉書房刊30頁）。

　商業とくに小売商業の分野における零細企業の

広範な存在は，一面においては過当競争を出現す

るが，半面では小地域ではあるが，その小地域の

小売の独占，つまり地域独占をつくりだしてしま

う。こうした零細小売商業企業による地域独占は

商品の消費者の購入規模のいつそうの零細と，市

場不案内＝市況情報の不完全，そして小売商業で

は必らずしも大規模企業が有利ではないこと，な

どの事情によって生ずる。そのようにしてある小

売商が地域の購買需要を独占すると，他の商人と

の競争がないか，あるいは競争が少ないために，

その小売商は小売価格を盗意的に操作することが

でき，他の地域や他の店舗の小売価格にくらべて

硬着した格差をつくりだすようになる。

　この時代，つまり19世紀末の資本主義社会にお

いて，労働者協同組合が当面した商業事情はこの

ようなものであった。巨大な産業企業ができて，

生産の独占を基礎とした本格的な独占体制が，ま

だできていないという意味では自由競争の資本主

義の段階でも，小売商業の領域においては，群小

の小売商による地域独占と，不当な小売価格は，

しばしば消費者としての労働者の生活を圧迫し

た。このような商業事情のもとでは，労働者協同

組合のおこなう共同贈入の事業は，一種の商業改

革の意味をもっていたといえる。すなわち，小売

商の投機による商品価格の変動や地域的な格差

は，消費者にとって困惑のたねであって，その生

活を圧迫する一因であった。生活に加えられた圧

迫をはねのけるために，消費者が広い区域をふく

んだ協同組合をつくり，購入を共同化する事業を

営なむならば，商人の地域独占はうち破られ，価

格の地域差は是正され，ぽあいによっては商人の

投機がつくりだした価格変動をおさえることもで

きる。こうすることは，消費者にとって生活を圧迫

する一因をとり除くことによって，明らかに利益

である。このばあい，協同組合の購買事業は組合

員である労働者の利益と合致する。ところで消費

者として登場した労働者に利益をもたらした協同

組合の購買事業は，小売商人の地域独占のつくり

だした不完全競争の状態をうち破り，自由な競争

関係を導きだすことによって，資本主義工業企業

にたいして，好ましい市場条件を提供することに

なる。例えば小売商人が地域独占を基礎にしてお

こなう投機は，時としては商業の分野において品

不足と価格の高騰をひきおこす。これは工業企業

にとっては，商品の順調な販売にたいする撹乱で

あり，高騰した価格による高利潤は商人に領有さ

れて工業資本家には帰属しない。また商人の投機

の逆効果としての商品の過剰供給は商業恐慌をひ

きおこして，工業企業のつくった商品の販売をさ

またげることになる。こうした商業の分野におけ

る商人の投機と独占が，労働者協同組合の力によ

ってうち破られることは，明らかに工業資本にと

って有利なことである。すなわち，労働者協同組

合の購買事業は，消費者としての労働者にとって

有利であっても，その事業が資本主義の中核をな

す工業資本に利益をもたらすことにおいては，そ

の資本と敵対する階級としての労働者にとっては

無条件に有利なこととはいえない。このことは，

資本主義社会における労働者協同組合が避けるこ

とのできない矛盾である。そしてこの矛盾は，自

由競争の資本主義のつぎにやってくる独占資本主

義の段階においても現われる。

　そこでつぎのことに注意しなくてはならない。

これまでの説明は，協同組合の事業が，組合員の

自由な意志，誰にも侵されない意志によって営な
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まれることを前提とした。しかし，この前提その

ものをつっこんで考える必要がある。すでに明ら

かなように，一方にとっての商品の購入は，他方

にとっての販売である。協同組合は協同組合その

ものとして静止的にあるのではなくて，労働者の

運動としてのダイナミックな組織過程である。そ

して労働者の組織過程の一つのかたちである協同

組合は，商品の購買事業を営なむことによって，

労働者の他のかたちの組織過程，つまり労働者政

党や労働組合やサニクルと区別されるのである。

この協同組合の特殊性をきめる商品の購買事業

は，売買の片方の相手，つまり資本家にとっては

商品の販売であり，商品の流通過程なのである。

そこでこのようにいうことができる。労働者の組

織過程の一つのかたちである協同組合は，同時に

資本家商品の流通過程なのである。労働者協同組

合という組織過程は，資本家商品の流通過程と表

裏の関係にあることによって，その存在の意味が

ある。つまり労働者の他のかたちの組織過程，政

党や労働組合と区別されて独自に存在する意味が

ある。したがって労働者協同組合は，主観的には

組合員の自由な意志によって事業が営なまれると

しても，その事業が資本家商品の流通過程として

はじめて成立するために，客観的には資本家階級

の意志の領域におかれているのである。協同組合

において，その組織過程が資本家商品の流通過程

でもあることは，資本主義社会において労働者協

同組合が避けることのできない矛盾である。した

がって，協同組合における集団と個人の関係はき

わめて，特殊であって，集団にたいする個人の服

従は条件的であり，けっして無条件的ではない。

条件的であるというのは，組合員の自由な意志に

もとついて選ばれた協同組合の事業だけが，組合

員が個人として利用しうる事業であるということ

である。そして協同組合が「事業運営の都合」と

いう意志によって選んだ事業にたいしては，個人

としての組合員はその利用を留保しうる関係にあ

る。

　ところで協同組合の運営過程の一面をなす事業

過程は，けっして資本家商品の流通過程一般にふ

くめられてしまうものではない。協同組合の事業

は，資本家商品の流通過程としては特殊である。

協同組合事業の特殊性は，一つにはその事業が，

不特定の商品購入需要のためではなく，特定の組

織された需要を対象としていることにある。この

ことは，協同組合の事業は，組合員が自由な意志

で選んだものとしておこなわれるのであるから，

当然のことである。そしてこの特殊性のために，

協同組合においては，購買需要を把握するために

必要な商業上の費用は節約され，また購買者を得

るまでに必要な保管上の費用も節約されて，不特

定の購買力を相手にすることによって生ずる商業

上の浪費的費用が節約される。協同組合における

費用節約の能力は，協同組合の商業企業としての

長所をしめすものであって，この長所のゆえに協

同組合はますます多くの労働者を組織することが

でき，商品流通に影響をおよぼしうる存在となる

ことができる。その影響力はある一定の段階にお

いて，工業資本家とのあいだの取引価格の決定に

および，一般的に価格引下げの可能性が生ずる。

このばあい，協同組合の価格引下げの可能性は，

商業企業としての協同組合に由来するものではな

く，資本主義制度と敵対して組織された労働者の

集団の力に由来するものであることに注意しなく

てはならない。

　協同組合の運動が，商業費用の節約から取引価

格の引下げにおよぶことは，重要な変化である。

すなわち，購買事業が商業費用を節約し，節約分

を組合員に分配することは，本質的には協同組合

的商業の利益分配であり，いわば私事である。し

かし，協同組合が取引価格の引下げにむかって努

力し，社会的な生産価格の引下げを手がけようと

することは，資本制経済の根幹にふれることであ

る。資本制経済では，企業の自由競争をつうじて

競争価格つまり経済学がいうところの生産価格を

形成し，そこから競争利潤つまり社会的な平均利

潤を取得するのである。かりに企業間の競争にお

いて，ある種の商品の生産と販売において，平均

利潤を取得しえない価格が生じたときには，その

商品の生産は減少させられ，生産のために投じら

れた資本は，他の平均利潤を得られるような商品

の生産に向って流出をはじめることであろう。こ

のことは低利潤と低価格にたいする，資本の反攻

ということができるであろう。協同組合が資本主

義社会の商業企業の通常の営なみの領域をこえて

組織された労働者集団の力をもって，生産価格と
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平均利潤に抵触するような行動に移るならぽ，資

本制経済は資本流出の方法をもって反攻を加える

であろう。そして組織された労働者集団が資本の

反攻に対抗して，資本制経済そのものに打撃を加

えるとするならば，それはもはや協同組合として

の行為ではなく，すでに国家権力の掌握を争う革

命であろう。ここに資本主義社会において労働者

協同組合運動がえがく軌跡の領域が明瞭にしめさ

．れている。

　しかしこのぼあい，つぎの半面を看過すること

ができない。すなわち，協同組合が労働者集団と

いう組織を基礎にして営なむ事業が，協同組合企

業という名称の企業経営の崩芽をもちはじめてい

ることである。さきに協同組合においては，購入

需要があらかじめ組織されているために，購買力

を探しあてるために要する商業的費用が節約され

る長所があること，その長所によって組織を拡大

し，商品流通に一定の影響をおよぼす可能性のあ

ることを指摘した。この協同組合の組織の拡大

は，半面においては商業的事業の量的拡大を意味

する。そして商業における事業量の拡大は，事業

運営における質の変化をひきおこすことになる。

　事業運営の質の変化とは，単純な組織的な購買

から，企業経営的な購買事業にいたる変化であ

る。すなわち，小さな協同組合的組織による購買

・においては，ある商品の購買力をとりまとめて，

その必要におうじて購入し，組合員に分配し，代

金を回収し支払うことで，事業は完了する。その

事業は1週間ないし10日間くらいの短期で完了す

るであろう。しかし，協同組合であるから，いぜ

ん購買力はある一定の商品についての購買力とし

て確定されているけれども，事業量の拡大につれ

て，商品の発注，受渡し，代金の回収と支払いが

相当の時間を要するようになる。代金支払いは後

払いではなく，先払いによる購入となるであろ

う。また，購入と分配に要する時間が延長される

につれて，保管の仕事も生ずる。そして事務所や

事業施設が必要となり，協同組合の業務に専念す

る人が組合員のなかから選ぼれるであろう。こう

して商業上の運転資金や固定資産を継続的に保有

し，人件費をふくむ管理費を継続的に支出する必

要が生ずる。これらすべての投下資本量にみあっ

た資本調達が必要となる。このようにして，労

働者協同組合の事業の量的拡大は，単純な組織さ

れた共同購入から，企業経営的な購買事業へと変

化することを不可避とする。企業経営，つまり資

本の調達と運用の関係，商業上の物的施設の取得

商業労働の雇用と搾取の関係が生ずる。たしかに

この企業経営の関係は，協同組合においては株式

会社と異なった形態をとるけれども，それは企業

形態上の相異にとどまるものであって，その企業

経営の対象となる商品が，資本主義的に生産され

る状態に変化がない限りは，企業経営の本質は協

同組合であろうと，株式会社であろうと異なるこ

とはない。これらのことはのちに詳述することに

よって明らかである。

　ここでは，協同組合における企業経営の関係の

発生が，労働者の組織過程の必然の帰結としてで

はなく，協同組合における事業の量的拡大によっ

てもたらされるものであることを強調したい。資

本主義的な生産様式，つまり資本家が生産手段を

占有することによって，労働者を雇用し搾取し，

搾取によって生じた剰余価値を占有する，そのよ

うな生産関係に敵対する労働者が，協同組合の企

業経営においては，その資本主義の生産関係の永

続に役立つような立場に入りこむことは，それじ

たい自己矛盾である。その自己矛盾は協同組合の

企業経営の改善という方法では解決できず，協同

組合とは別の領域，つまり労働者の階級斗争と直

接的な国家権力の掌握，資本制生産関係の廃棄，

収奪者を収奪することによってのみ，労働者にと

って正しく解決されるのである。（以下，次号）
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